
成田市公共施設等総合管理計画  

概 要 版  

１.計画策定の基本的事項 

計画策定の目的 

● 成田市はこれまで、人口増加や市民ニーズに対応するため、多くの公共施設やインフラ資産を

整備してきました。しかし、時代の変化や少子高齢化の進行、自然災害の影響などにより、公共

施設やインフラ資産に求められる役割や機能が変化しつつあります。また、本市の公共施設やイ

ンフラ資産は老朽化が進行しており、公共サービスを安定して提供し続けるため、改修や建替え

等を適切に行っていく必要があります。 

● 本市の財政状況を見ると、財政力指数や経常収支比率などの各種財政指標において財政運営の

健全性は保てれているものの、歳入では市町村合併の特例措置が期限を迎え、普通地方交付税が

2016（平成 28）年度から段階的に縮減されるなど、大幅な歳入増を見込むことは難しい状況

であり、歳出では、扶助費、公債費といった義務的経費の増加が見込まれるほか、少子高齢化対

策など、取り組むべき課題が山積していることから、将来にわたってまで楽観視できるものでは

ありません。 

適切な公共サービスの提供と安定した財政運営を両立させることを目的に、公共施設・インフラ

資産の管理に関する基本的な方針を示す「成田市公共施設等総合管理計画」を策定します。 

計画対象範囲 

計画期間 

  
平成 29 年度から平成 39 年度までの 11 年 

※今後の上位・関連計画の見直しや社会情勢の変化などの状況に応じて適宜見直し 

   
本市が保有する公共施設及びインフラ資産（公共施設等）が対象です。 



 

＜公共施設等マネジメントの基本目標＞ 
 

将来のまちづくりを見据えて公共施設等マネジメントに取り組みます 

 成田市総合計画「NARITAみらいプラン」で定めている土地利用の基本方向や

「成田市都市計画マスタープラン」で定めているまちづくりの目標を踏まえ、長

期的な人口の見通しや利用状況などの動向を考慮し、都市機能の充実を図りなが

ら、公共施設等の規模・配置の適正化を目指します。 

 

人口構造・市民ニーズ変化に適応した施設整備に取り組みます 

日常生活で特に利用する施設のバリアフリー化やユニバーサルデザインの考え

を導入した設備の充実を図るなど、少子高齢化による人口構造変化への適応を目

指します。 

また、今後、人口構造変化等に伴い、各地域で新たに公共施設・機能のニーズ

が生じた場合は、各地域を結ぶ公共交通ネットワークの充実及び活用による、地

域同士が補完し合う相互補完型の施設整備を推進します。 

 

既存施設の長期利用に取り組みます 

施設の長寿命化型改修や、機能低下の兆候を検出し使用不可能な状態の前に

補修などを行う予防保全型の維持管理に取り組み、既存施設の長期利用を推進

します。 

 

将来の更新等費用の抑制を目指します 

長寿命化型の改修や予防保全型の維持管理等に取り組む事で、公共施設等の将

来の更新等費用の低減・平準化を目指します。 

また、地域ニーズに応じた公共施設の統廃合等を進めることにより、市が保有

する公共施設等の維持・管理費等の適正化を目指します。 
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【将来人口の見通し】 

●市の公共施設は1970（昭和45）年代から1980（昭和55）年代に整備されたものが多く、老朽化が進行してお

り、外壁のひび割れや天井の雨漏りなどの劣化が生じています。 

●一般的に鉄筋コンクリート造の建築物は、建築後30年程度で大規模改修、60年程度で建替えが必要なため、今後、

大規模改修や建替えなどの施設の更新等が、一時期に集中する見込みです。 

【公共施設の建築年度別延床面積】 

【年齢 3階層別将来人口割合の見通し】 

２.公共施設等の現況及び将来の見通し  ※グラフの数値については、端数処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

 

●今後も人口の増加が見込まれるものの、少子高齢化は進行し、人口構造が変化する見込みです。 

●人口構造の変化による市民ニーズ等の変化に対応できるよう、公共施設等のあり方を検討する必要があります。 

●生産年齢人口の減少などに伴い今後税収（市税）の大幅な伸びが期待できない一方、扶助費が増加傾向にあり、限ら

れた財源を効率的かつ効果的に配分することが求められます。 

●更新時期等の集中により財政負担が大きくなることが懸念され、更新等費用の平準化等に取り組む必要があります。 

 

人口構造の変化 

財政の現況と見通し 

公共施設等の老朽化 

【公共施設等の保有状況】 
平成 27 年 12 月末時点（調査時） 

平成42 年をピークに、以後減少する見通しです。 

年少人口、生産年齢人口の割合が減る一方、 
高齢者人口割合は増加する見通しです。 
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築30年以上

222,183㎡（50.4％）
築30年未満

218,375㎡（49.6％）

1970年から1989年の整備量

259,628㎡（58.9％）

【公共施設の将来の更新等費用の推計】※一般会計施設のみ 
（総務省が公開する「公共施設等更新費用試算ソフト」にて試算） 

高齢者人口の増加に伴い、扶助費といった

社会保障費が増加しつつあります。 

出典：実績値は国勢調査、推計値は成田市人口ビジョン （年少人口：15 歳未満の人口、生産年齢人口：15 歳以上 65 歳未満の人口、高齢者人口：65 歳以上の人口） 

【公共施設の建築年度別延床面積】 

構成比（％） 構成比（％）
141 26.4 47,051 10.7

5 0.9 6,818 1.5
38 7.1 31,058 7.0
2 0.4 858 0.2

42 7.9 203,453 46.2
91 17.0 16,514 3.7
14 2.6 9,050 2.1
2 0.4 886 0.2

110 20.6 36,344 8.2
11 2.1 16,626 3.8
25 4.7 26,531 6.0
54 10.1 45,369 10.3

535 100.0 440,558 100.0

行政系施設
公営住宅
供給処理施設

その他

合計

スポーツ・レクリエーション系施設
産業系施設
学校教育系施設
子育て支援施設
保健・福祉施設
医療施設

施設分類
施設保有量

数量 延床面積（㎡）

市民文化系施設
社会教育系施設

【歳出の状況】 

平成 27 年 12 月末時点（調査時） 
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40年間の

更新等費用総額

億円1,734.4推計期間内の更新等費用

1年あたり約43.3億円

充当可能費用

1年あたり約24.3億円
○投資的経費総額：約145億円

○公共施設に係る投資的経費

・新規整備分：約59.3億円

・既存更新分：約24.3億円

※平成22～26年度の平均値です。

充当可能費用と

推計期間内の更新等費用の比較

1年あたりの差額

約19億円見込み

分類 種別 分類 種別

120 km 上水道 管路 373 km

1,554,826 ㎡ 下水道 管路 567 km

103 km 河川 準用河川 23 km

1,025,690 ㎡ 143 箇所

853 km 1,274,138 ㎡

3,563,261 ㎡ 農業集落排水 管路 50 km

235 橋 農業用排水路 農業用排水路 431 km

7 km 農道 農道 423 km

38,718 ㎡

道路

橋りょう

公園 公園

施設数等 施設数等

その他の市道

二級市道

一級市道

ポイント！ 



 
３. 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

４. 推進体制 

全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

[全庁的な取組み体制の構築] 
●公共施設等の情報の一元管理や施設評価の実施、方針

の改訂や目標の見直しなどを行うための全庁的な取組

体制の構築 

 

[情報管理及び共有の方策] 
●一元的な情報データベースの活用、庁内での情報共有 

●施設の利用状況・修繕履歴や点検結果等を把握し、個

別施設計画の策定や公共施設の再編を検討 

フォローアップの実施方針 

点検･診断等の実施方針 

【公共施設】 

●施設管理者による日常的な点検・診断の実施（研修やマニュアル整備等による体制の構築） 

●点検結果や修繕履歴等をデータベース等で記録。点検結果に基づく施設の劣化状況を数値化し、次期点検

や修繕・改修の予算編成等に活用 ／ ●「事後保全」から「予防保全」への転換 
 
【インフラ資産】※公共施設と同様 

●「事後保全」から「予防保全」への転換 ／ ●点検結果や修繕履歴等の記録 

維持管理・修繕・更新等の実施方針 

【公共施設】 

●保全対象施設を選定し、計画的な修繕・更新等の

実施 

●更新時等に適正規模や機能の複合化等を検討 

●民間の技術・ノウハウの活用検討 
 
【インフラ資産】※公共施設と同様 

●点検・診断結果に基づく優先度に応じた計画的な

維持管理更新 

●民間の技術・ノウハウの活用検討 

統合や廃止の推進方針 

耐震化及び長寿命化の実施方針 

 

総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

【公共施設】 

●成田市耐震改修促進計画に基づく耐震改修の推

進 

●保全対象施設を選定し、長寿命化型改修の推進 

●将来の市民ニーズ等を考慮した長寿命化の検討 
 
【インフラ資産】※公共施設と同様 

●点検・診断結果等を基に種別毎の特性を踏まえ

た、耐震化及び長寿命化の推進 

【公共施設】 

●施設の今後の方向性を示す、施設評価制度の導入 

●市が保有する必要性が少ないと考えられる施設等の事業の縮小および他の施設との集約化や複合化、廃止

等の検討 
 
【インフラ資産】 

●社会経済情勢や市民ニーズを踏まえながら、中長期的な視点を持って必要な整備を計画的に実施 

●公共施設をマネジメントする意識の向上を目的とした職員研修会等の定期的な実施 

●ホームページや広報誌を活用した、取組状況や検討過程等の情報共有 

■取り組み方法の

見直し等 

■点検・診断の実施 
■データの一元管理 
■施設評価の実施 

■公共施設等総合管理 

計画の策定・見直し PLAN 
（計画） 

 

必要に応じ、 

公共施設等総合管理計画の見直し 

DO 
（実行） 

  
CHECK 

（検証） 

  

ACTION 
（改善） 

  
■施設評価結果の検証 
■進捗状況の評価・検証 
（データベースの活用など） 
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